
IISIA マンスリー・レポート 

（株）原田武夫国際戦略情報研究所 

Institute for International Strategy and Information Analysis Inc. 

 

 
※諸般の事情により実際の発売号では変更される場合があります。あらかじめご了承ください。 

 

 2   

 

サブプライム・モノラインを越えて展開し始めた世界経済 

 

昨年 2007 年 8 月の金融機関におけるサブプライム問題に端を発した、世界の金融経済の混

乱は未だ収束していない。2008 年 2 月 11 日、米国の証券会社ベアースターンズが、米国

の主要金融機関のサブプライム関連損失は 1750 億ドル（18 兆 7000 億円）に達するとの見

通しを発表したと報じられた。格付け会社のスタンダード＆プアーズは、米国の住宅市場

に関連して世界の投資家が受ける損失は、2500～3000 億ドルに達するとしている。1 

 

個別の金融機関でも、次々と追加損失を発表したり、新たに損失があると発表したりして

いうところがある。日本の金融機関については、サブプライム関連損失は海外に比べ限定

的であるとされているものの、地方銀行や保険会社も少なからず損失を計上している。 

 

さらに金融経済の混乱の焦点は、米国の金融保証会社（モノライン）の格下げ問題に移り

つつあるともいう。モノラインとは、金融商品に対する保証を行う専門の保険会社である。

サブプライム関連の債権が高い格付けを得ていたのは、モノラインによる支払い保証があ

ったためであるが、サブプライム損失がかさむにつれて、保証による支払いが行われない

事例が増えてきて、モノライン業界全体の信用が低下することとなった。そこで、格付け

の高いモノライン会社の格付けの引き下げが行われ、さらなる信用収縮への懸念が広がっ

ている。 

しかし、実際のところ、ここで計上されている金融機関の

評価損は氷山の一角にすぎないという観測もある。グリー

ンスパン前 FRB 議長は昨年の 10 月 21 日の講演で、「サブ

プライム問題は起こるべくして起きた。サブプライムロー

ンの証券化にまつわる問題が引き金にならなければ、金融

市場の別の分野でいずれ問題が噴出していただろう」とい

う趣旨の発言を行っている。2 

（左写真：アラン・グリーンスパン氏）3 

 

このグリーンスパン氏の発言は、ここに含意的である。つ 

                                                   
1 日本経済新聞 http://www.nikkei.co.jp/kaigai/us/20080212D2M1201E12.html 
2 AFPBB  http://www.afpbb.com/article/economy/2301445/2270869 
3 ニューヨークタイムズ 

http://topics.nytimes.com/top/reference/timestopics/people/g/alan_greenspan/index.html 


